










○川口市自治基本条例  ・・・・・① 

(運用推進委員会) 

第33条 この条例の運用状況について検討し、市長にその改善のための提言を行うため、川口市自治基本条例運用推進委員会 

(以下「運用推進委員会」という。)を置く。 

2 市長は、前項の提言を受けたときは、これを市民に公表するとともに、これを尊重し、広く市民の意見を聴いた上で、この 

条例の改正その他の必要な措置を講じなければならない。 

3 前2項に定めるもののほか、運用推進委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、別に条例で定める。 

○川口市自治基本条例運用推進委員会条例 対照表・・・・・② 

改正案 現行 

○川口市自治基本条例運用推進委員会条例 

平成２１年９月２９日

条例第２７号

（趣旨） 

第１条 この条例は、川口市自治基本条例（平成２１年条例第６号。

以下「自治基本条例」という。）第３３条第３項の規定に基づき、

川口市自治基本条例運用推進委員会（以下「委員会」という。）

の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調

査審議する。 

(1) 自治基本条例の運用に関すること。 

(2) 自治基本条例の啓発に関すること。 



(3) 自治基本条例の見直しに関すること。 

(4) 自治基本条例の施行による自治の推進の検証に関すること。

(5) 委員会の在り方に関すること。 

２ 委員会は、前項各号に掲げる事項について、市長に必要な提言

を行うことができる。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１４人以内をもって組織する。 

（委員） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 知識経験者 

(2) 市内の民間団体から選出された者 

(3) 学識経験者 

(4) 市民 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、２年とし、１年ごとにその半数

を改嘱する。

第５条 委員の任期は、２年とし、１年ごとにその半数を改嘱する。

※参議院方式を是正するため削除する。 ２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

※削除箇所は確定項である。 （委員長及び副委員長） 

※任期２年については検討を要する。 第６条 委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によっ

てこれを定める。 

２ 委員長は、委員会の会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 



第７条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くこと

ができない。 

３ 議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

（関係者の出席） 

第８条 委員会は、必要があるときは、関係者の出席を求め、その

意見を聴き、又は関係者に資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、企画財政部において処理する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要

な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、自治基本条例附則第１号に掲げる規定の施行の日

から施行する。 

（川口市自治基本条例策定委員会条例の廃止） 

２ 川口市自治基本条例策定委員会条例（平成１９年条例第１２号）

は、廃止する。 

（川口市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正） 

３ 川口市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和５３年条例第９号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 



（この条例の施行の後最初に委嘱される委員の任期） 

４ この条例の施行の後最初に委嘱される委員のうち、その半数の

者で市長が指定するものの任期は、第５条第１項の規定にかかわ

らず、１年とする。 

参考１ 

○川口市附属機関等の委員の公募に関する要綱・・・・・③

平成１９年３月１２日 市長決裁

（趣旨） 

第１条 この要綱は、川口市市民参加条例（平成２４年条例第１６号。以下「参加条例」という。）第１８条第１項の規定に基づき、 

附属機関等の委員の公募に関し必要な事項を定めるものとする。

                            - 略 - 

（任期等） 

第８条 公募委員の任期は、公募以外の方法により選任した委員の任期と同様とする。 

２ 公募委員の再任はできないものとする。ただし、別に市長が定める場合は、この限りでない。 

参考２ 

○川口市自治基本条例運用推進委員会委員の公募に関する要領・・・・・④

第１ 趣旨

  この要領は、川口市審議会等の委員の公募に関する要綱（平成 19年 3月 12日付け市長決裁。）に基づき、川口市自治基本条例
運用推進委員会条例（平成 21年条例第 27号。）第 4条第 4号に規定する委員の公募について必要な事項を定めるものとする。
第２ 所掌事務

  川口市自治基本条例の運用、啓発、見直しや施行による自治の推進の検証、さらには委員会のあり方に関することについて調査

審議する。

第３ 募集人員



  公募する委員の数は、4人とする。
第４ 委員の任期

  委員の任期は、2年間とする。 ※ここの部分も変える必要がある。
第５ 応募の資格

  応募の資格は次の要件を満たすものとする。

（１）川口市内に在住・在勤・在学する者で、応募日現在、満 18歳以上であること。ただし、高校生以下は除くものとする。
（２）自治基本条例に関心があり、継続して会議に出席できること。

（３）市政運営や市の施策について関心があり、意見を述べることができること。

第６ 応募の期間

  委員の任期満了の月よりも前の 1ヶ月間とし、その期日は応募を実施する際に決定する。
第７ 応募の方法

  委員の応募方法は次のとおりとする。

（１）委員に応募しようとする者は、様式１に定める応募申込書に住所（市外在住者は勤務先又は学校の所在地）、氏名、性別、

年齢、職業、連絡先電話番号、応募の理由などの必要事項を記載し、別に定めるテーマについて任意の様式に記述した小

論文とともに、第 6で規定した期日までに総合政策課に提出するものとする。
（２）郵送による応募は、第 6で規定した期日の必着とする。
（３）提出された小論文等は返却しないものとする。

第８ 周知の方法及び周知する内容

  公募に関する周知の方法は、市の広報紙、ホームページにより行うものとし、以下に掲げる内容を掲載するものとする。

 （１）委員会の名称及び公募の趣旨

 （２）審議する事項及び委員の職務

 （３）公募する委員の人数

 （４）委員の任期

 （５）応募の資格

 （６）応募の方法

 （７）応募の期間

 （８）選考の方法及び選考結果の通知

 （９）委員の報酬

 （１０）問合せ先

第９ 選考の方法



 （１）委員を選考するため、「企画財政部等選考委員会（以下「選考委員会」という。）を設置する。

 （２）選考委員会は、別表により構成する。

 （３）委員の選考は、別に定める評価項目及び基準により、第 7の規定により提出された応募申込書及び小論文を選考委員会が
審査し、市長が決定する。

 （４）市長が必要と認めるときは、面接による審査を行うことができる。なお、面接を行う者は、その都度市長が指名する。

 （５）委員の選考にあたっては、他の審議会等の委員でない者を優先する。

第１０ 結果の通知

  選考結果は、決定後速やかに応募者全員に文書により通知する。

第１１ 報酬

  報酬は、「川口市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例」に基づき支給する。

第１２ 公募委員の不補充

  募集期間が終了し応募がないとき、又は応募人数に達しないとき、若しくは任期途中で欠員となったときは補充しないことができる。

第１３ 公募委員の失職

公募委員が第 5に規定する応募の資格を満たさなくなったときは失職する。
第１４ その他の事項

  この要領で定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

附 則

この要領は、平成 21年 10月 1日から施行する。

 附 則

この要領は、平成 22年 10月 1日から施行する。

 附 則

この要領は、平成 24年 10月 1日から施行する。


